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パリ協定の気温目標達成に向けては世界のCO2排出量は2020年代半ばまでに反転し、2030年に大幅削減が必要
⇒今からの行動が必要＝決定的な10年

COP26は「決定的な10年」の最初のCOP！

2081～2100年の世界
平均気温の変化

（1850～1900年比）
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2020年代
＝決定的な10年

IPCC 第6次評価報告 5つの例示的排出シナリオ

Gt-CO2

出典：IPCC AR6 WG1 SPMに加筆
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今回、どれだけ新規・更新NDCが提出されるのかが注目

COP26はなぜ注目されたか？
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パリ協定の「野心レベル引き上げ」プロセス：各国は5年毎にNDCを提出、強化

次期NDCの提出

イメージ図

INDCの提出

NDCの提出・更新
2025年目標の国(例、米国）
は2030年目標を提出

2030年目標の国（例、日本）
は再提出・更新

長期戦略の提出

2020 202520232018

全体の進捗評価
(グローバル・
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パリ協定批准に伴い
INDCがNDCへ

※略語: INDC (Intended Nationally Determined Contribution) : 自国が決定する貢献草案（約束草案のこと）
NDC（Nationally Determined Contribution)：自国が決定する貢献（国別削減目標のこと）

•2020年は各国一斉に野心引き上げを行
う最初の機会
•しかし、トランプ前政権、コロナ危機、
COP26延期により、十分活かされず

COP26に向けて
さらにギアを

一段上げる！

出典：筆者作成
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COP26における４つの目標（議長国英国の優先項目）

• 石炭の使用削減を加速
• 再生可能エネルギーへの投資を促進
• 電気自動車への切り替えを加速
• 森林破壊を抑制

① 1.5℃目標を目指して、今世紀半ばまでに
実質ゼロ排出の達成へのコミットメントと野

心的な2030年排出削減目標の提示

出典：UNFCCC HPより

• 生態系の保護と回復
• 住居や生活、命を守るための防御策、警報

システム、回復力のあるインフラや農業の
構築

② 地域社会と自然生息地を守るための適応策

• 2020年までに先進国の官民あわせて年間
1,000億ドルの動員目標の達成

• ネット・ゼロ達成に必要な数兆㌦規模の官
民あわせた資金動員の努力

③ 資金の動員

• パリ・ルールブック（パリ協定を実施して
いくための詳細なルール）の最終決定

• 政府、企業、市民社会が協力して、気候危
機に対処するための行動を加速

④ 協力して実現
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COP26会場と参加者数
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過去最高の約4万人の参加登録

1週目前半は結構密
（入場に１時間程度）

COP26会場目印
（スペースB）

プレナリー会場付近 プレナリー会場

小さな会議室は、密となるため、各国2名程度の交
渉官のみ入室可
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4つの目標とその成果のハイライト：グラスゴー気候合意

• 1.5℃目標の追求へ決意
• 多数のネットゼロ宣言及び新規・更新NDC
• 多数のパートナーシップの発表（メタン、ゼロ

排出車、石炭、森林等）

① 1.5℃目標を目指して、今世紀半ばまでに
実質ゼロ排出の達成へのコミットメントと野

心的な2030年排出削減目標の提示

• 適応資金を2025年までに19年レベルから倍増
• 適応グローバル目標に関する グラスゴー‐

シャルム・エル・シェイク作業計画の開始

② 地域社会と自然生息地を守るための適応策

• 年間1,000億ドル目標の未達成に深い遺憾
• 先進国に対し1,000億ドル目標の早急の達成と

2025年までの継続を強く要請
• 2025 年以降の新たな数値資金目標の議論開始へ

③ 資金の動員

• 6条ルールに最終合意
• NDC共通時間枠
• 2024年末までに隔年透明性報告書（BTR）を

提出するに必要なガイダンスに合意

④ パリ協定実施ルールの最終合意

1.5℃目標の達成には依然不十分

実施に向けた大枠ルールが整う

不十分さを認め、2022年末までに再度
2030年目標の見直しを求める

先進国への根深い不信感が残る

途上国が求めていた適応資金は増加へ

「損失と被害」(適応とは別建て)については
先進国と途上国の隔たり大きいまま

※略語: NDC（Nationally Determined Contribution)：自国が決定する貢献（国別削減目標のこと）
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1.5℃目標について：パリ協定からの流れ

パリ協定採択の瞬間（2015年12月）田村撮影

パリ協定（2015年）で合意された長期気温目標

 地球の気温上昇を工業化前に比べ「2℃よりも十分低く」抑え、さら
には「1.5℃未満に抑えるための努力を追求する」

1.5℃目標は努力目標としての位置づけ
ただし、当時の科学的知見は不十分
→気候変動に関する政府間パネル（IPCC）に対して特別報告書作成を要請

IPCC 1.5℃特別報告書（2018年）
 工業化以降の気温上昇は既に約1℃。その悪影響は既に顕在化。
 今後1.5℃に上昇したときの悪影響のリスクは現在より高くなり、

2℃上昇だとさらに高くなる
 1.5℃上昇と2℃上昇がもたらす悪影響には明確な違い
 1.5℃未満に抑えるためには、世界のCO2排出量を2030年には2010

年比45%削減し、2050年頃までにネットゼロ

IPCC 1.5℃特別報告書
国連気候行動サミット2019
 グテーレス国連事務総長が、1.5℃目標を「国際規範」とするべく、

1.5℃目標に沿った排出削減目標の引き上げ、2050年までのネットゼロ

達成を各国に呼びかける
グテーレス国連事務総長
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1.5℃上昇と2℃上昇がもたらす悪影響の違いは？

明確な違い（IPCC 1.5℃特別報告書、2018年）

IPCC 1.5℃特別報告書で示された違い

出典：World Resources Institute  2018
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2021年における1.5℃目標を巡る動向

6/11-13

首脳級会合

7/23

気候エネ大臣会合

1.5℃目標に明確にコミット
できず…

G7として1.5℃目標・2050
年ネットゼロにコミット

COP26
10/31-11/12

10/30-31

首脳級会合

「日米気候パートナーシップ」を立
ち上げ、両国は1.5℃目標にコミット

日米首脳会談
4/16

「1.5℃に偏る議論はパリ協定
のバランスを崩す」

先進国及び後発発展途上国・
小島嶼国等は「1.5℃目標」を
志向

解 振華 (中国 気候変動担当特使)

1.5℃目標の追求へ決意
＝G20宣言より強い表現
＝パリ協定の軸足は1.5℃へ

決定事項

「1.5℃の気候変動の影響は、2℃
の場合よりもはるかに低いことを
認識し、1.5℃以内に抑える努力
を追求することを決意する」

「1.5℃の気候変動の影響は、2℃の場合よりもはるかに低いことを認
識する。1.5℃に抑えることを射程に入れ続けるためには…すべての国
による意味のある効果的な行動及びコミットメントが必要である。」 G20ローマ首脳宣言
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COP26 前、期間中に124ヵ国・地域が新規あるいは更新NDCを提出。
2カ国は新目標を発表するがNDCとしては未提出。

出典：Climate Action Tracker

2021年11月11日時点

※略語: NDC（Nationally Determined Contribution)：自国が決定する貢献（国別削減目標のこと）
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G20のNDC及びネットゼロ目標の提出・設定状況(2021年11月12日時点）

G20メンバーのNDC提出状況 G20メンバーのネットゼロ目標の設定状況

より野心的なNDCを提
出済み（13ヵ国・地域）

アルゼンチン、豪州、カナダ、
中国、EU (仏、独、伊を含)、
日本、サウジアラビア、南ア
フリカ、英国、米国

より野心的な2030年目
標を発表するが、更新版
NDCとしては未提出
（3ヵ国）

ブラジル、インド、韓国

野心度が従前レベルと同
じものを更新版NDCと
して提出済み（4ヵ国）

インドネシア、トルコ、メキ
シコ、ロシア

2030年目標の更新につ
いて発表なし（0ヵ国）

-

法制化
（８カ国・地域）

カナダ、EU (仏、独（2045年）、
伊を含)、日本、韓国、英国

政策文書（8ヵ国）

アルゼンチン、豪州、中国
(2060年)、ブラジル (2060年)＊、
インドネシア(2060年)、ロシア
(2060年)、南アフリカ、トルコ
(2053年)、米国

(＊ブラジルは2050年ネットゼロを表明）

表明（2ヵ国）
インド（2070年）、サウジアラ
ビア（2060年）

目標なし（1ヵ国） メキシコ

注：
目標年の表示がない国は、2050年ネットゼロ目標。
政策文書：長期戦略、NDC、国内政策文書に記述があるもの
表明：首脳によって表明されたが、政策文書には記述がまだないもの

※略語: NDC（Nationally Determined Contribution)：自国が決定する貢献（国別削減目標のこと）
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どの程度の削減効果があるのか？
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ギャップを
33～47億t-CO2e

狭める

各国NDC達成レベルと必要される削減量との間の排出ギャップは、
2020年9月時点からCOP26までに33～47億㌧狭まった。

しかし、依然190～230億㌧の排出ギャップが存在。

(15～17%)

出典：Climate Action Trackerに加筆

新規・更新NDC

（日本の排出量は12億㌧程度）
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パリ目標達成に近づいた？

排出ギャップのみならず、ネットゼロ目標がNDC引き上げを伴わすに表
明されたり、NDC達成に向けて国内政策の強化が行われていないなどの
「信頼性」ギャップが存在するなか、楽観過ぎるとの指摘も…

各シナリオと今世紀末の温度上昇予測

現行の国内政策がすべて実施された場合 2.8℃

COP26以前に提出されたNDCがすべて実施された場合 2.7℃

COP26 以前および期間中に提出されたNDC、さらにネッ
トゼロ目標がすべて実現された場合

2.2℃/2.1℃

COP26 以前および期間中に提出されたNDC、さらにネッ
トゼロ目標、メタン誓約がすべて実現された場合

1.8℃

出典：Climate Action Tracker等をもとに作成

各国のネットゼロ目標とメタン対策を
含めば、温暖化は1.8℃に抑制！

ビロルIEA事務局長
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緩和（排出削減）に関して決まったこと

加えて

• 第4回パリ協定締約国会合（CMA４、2022年）での採択を目指し、「勝負の10年間」での緩和野心引き上げ
に向けた作業計画の発足。年次ハイレベル閣僚級円卓会議も

• 長期戦略の未提出国は、今世紀半ば頃/までのネットゼロ排出に向けた長期戦略をCMA４までに提出するこ
とを強く要請する。提出済みの国は定期的な更新。

• NDCと長期戦略を整合させることの重要性に留意する

• 2030年までにメタンなどの非CO2温室効果ガスの削減を検討するよう奨励する

• 対策が講じられていない石炭火力の段階的削減（phase-down）や非効率な化石燃料補助金の段階的廃止
（phase-out）に向けた努力を加速させることを求める

• 現在、提出されているNDC（2030年削減目標）では、1.5℃目標の達成に遠く及ばないことを認めつつ、
締約国に対し、2022年末までに、必要に応じて、2030年削減目標の見直し・強化を求める

これをどう考えるか？

削減目標は自らが決めるもの（nationally determined）(＝ パリ協定の基本)

→ 国内政治プロセスを経て持ち寄ったものをCOP会期2週間で変更することは難しい

→ 国内に持ち帰って、見直しを求める ＝パリ協定ができる最大限のこと

さらに、2022年G7議長国はドイツ→ 今後も野心引き上げに向けた圧力は高まる
個別技術・化石燃料全体の議論も
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石炭の話

「石炭及び、化石燃料補助金の段階的廃止の加速」

議長提案11月10日05:48版

議長提案11月12日07:14版

「対策が講じられていない石炭火力及び、化石燃料補助
金の段階的廃止の加速」

全体会合の場でインド提案11月13日

「対策が講じられていない石炭火力の段階的削減およ
び、非効率的な化石燃料補助金の段階的廃止に向けた
努力を加速」

「対策が講じられていない石炭火力及び、非効率な化石
燃料補助金の段階的廃止に向けた努力の加速」

議長提案11月13日08:00版

印・中・米・

EUで手打ち？

島嶼国等から土壇場での変更、プロセス
の不透明性に対して不満噴出するも合意
→パッケージとしての合意を守るため
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それでも脱石炭の動きは進む：石炭火力支援の終了のみならず、代替
電源の導入、関連雇用や産炭地への対応を含む取り組みへ

G7声明文

G20声明文

排出削減対策が講じられていない 石炭火力発電に対する新規の国際的な直接支援の終了
（2021年中）

海外の新規の石炭火力発電に対する国際的な公的資金の提供を終了
（2021年中）

南アフリカの公正なエネルギー転換に対する共同声明
南ア、英、米、仏、独、EU（2021年11月）

• 石炭火力の廃止と再エネ導入の加速化による脱炭素化

• 公正な移行のために今後3-5年内に85億米ドルの多国
間や二国間による投資の枠組みを合意に基づき供与

アジア開発銀行「エネルギー転換のための
パートナーシップ」（2021年11月）

• 石炭火力を閉鎖または再利用、クリーンエネルギー
による発電、蓄電、送配電整備

• 今後10～15年で尼、比、越で全石炭火力設備容量
の約半分、30GWを閉鎖することを目指す

インドネシア

• 国営電力会社PLNが2055年までの石炭火力段階的
廃止を表明

• 石炭火力を対象に炭素税が国会で可決成立（2022
年から施行）

バングラデッシュ

• 石炭火力建設計画18事業のうち10を中止に
（2021年6月）
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声明ラッシュ：多様なイニシアティブが発足

エネルギー
• 再エネ導入拡大・国際連携線の拡大
• 石炭火力の段階的廃止
• 石炭火力の早期閉鎖支援
• 対策が講じられていない化石燃料の

廃止に向けた公的支援

交 通
• 2040年（先進市場は2035年）までに

新車販売をゼロエミッション車へ
• 国際航空からの排出量を1.5℃目標と

整合性をもって削減
• ゼロエミッション航路の確立（20年

代半ばまでに最低6ルート）

社会的側面
• 「公正な移行」の促進・支援
• 教育の強化
• 医療システムの変革
• 先住民・地域コミュニティへの

配慮

森林・農業・貿易
• 2030年までに森林減少と土地劣化を

止め回復
• 2021～25年に120億ドル拠出
• パーム油、牛肉、大豆などの農産物

の国際貿易の問題に対処

産業技術
• 技術革新の促進と商用化
• 省エネ機器・製品の普及加速
• 発電、道路交通、鉄鋼、水素におけ

る進捗状況を評価するチェックポイ
ント・プロセスの構築

2050年ネットゼロに向けて勝負
の10年間」で社会経済のすべて

の側面で行動促進・加速。

ただし、

不十分な参加国、説明責任
といった課題も。

自然・生態系
• 自然・生態系を国際開発銀行の政

策・運営に組み込む

企業の情報開示
•国際サステナビリティ基準審議会
(ISSB)による開示基準の策定へ

金融機関
•グラスゴーネット・ゼロ金融連合
（GAFNZ）総運用資産130兆米ド
ルをネットゼロに

メタン
•100ヵ国以上が2030年までに20年
比30％削減に誓約
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多くの若い世代の参加

オバマ氏のスピーチ（第44代米国大統領）（11月8日スピーチ）

• あなたたちが不満を抱くのは当然。変えるべきものを変えるために、世界中の若者たち
が実践している。若いリーダー達は既に行動を起こしている。

• 本当の意味での変化を起こすためには、若い人たちにできることはたくさんある。

パナマ代表のステートメント（11月12日非公式ストックテイクプレナリー）

パナマの交渉担当者の平均年齢は29歳であり、交渉団の65%が若い世代。
（スピーチの後、会場より大拍手）

2030～2050年の将来の社会を担い、そして、社会を変革する世代であると期待する声が多かった。
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分野別取り組みが、NDCを補完する可能性もある。また、今後の取り組みの相場観もつくりだしていく。
ただし、NDCとの関係（NDCの削減対象に含まれているのか否か）など、不透明性・不確実性が残る。
→今後、より高い透明性、トラッキング、説明責任の仕組みが必要。

•世界メタン誓約（8億t）
•石炭からクリーンエネルギー移行
へのグローバル声明（2億t）
•100%ゼロ排出車移行宣言（1億t）
•森林と土地利用に関するグラス
ゴーリーダーズ宣言（11億t）

のみを推計
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新規・更新NDC

分野別取り組み

どの程度の削減効果があるのか？
世

界
G

H
G

排
出

量
（

1
0
億

t-
C

O
2
e
）

出典：Climate Action Trackerに加筆
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主な決定事項

• 適応資金を2025年までに2019年レベルから倍増

• 適応グローバル目標に関する グラスゴー‐シャルム・エル・シェイク作業計画の開始

COP26の目標２：適応策

（気候変動によって引き起こされる）損失と被害 (L&D: Loss & Damage) 

背景: 

• 気候交渉の開始当初からの争点→パリ協定で初めてL＆Dが独立した問題として認識される。ただし、パリ
協定における「損失と被害」条項の規定が、法的責任（liability）や補償の根拠とはならないことにも同意。

• 気候変動による悪影響の顕在化

• COP会場内外における「気候正義」への関心の高まり、改めてL&Dが注目

今回での議論：

• 法的責任に言及のない形でのL&D資金枠（financing facility）が提案されるも、合意にはいたらず

 L&Dに対する具体的な行動のための資金の取り決めを議論する「対話」の場を設置へ

＊パリ協定 7条1項に記載の適応グローバル目標：適応能力の拡大、強靭性の強化および気候変動への脆弱性の削減
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目標 3: 資金の動員・拡充

主な決定事項

• 年間1,000億ドル目標の未達成に深い遺憾

• 先進国に対し1,000億ドル目標の早急の達成と2025年までの継続を強く要請

• 2025 年以降の新たな数値資金目標の議論開始へ

→ 先進国に対する途上国の不信感

交渉事以外として、さまざまな資金プレッジが表明された

 世界森林資金誓約 (Global Forest Finance Pledge )」：2021～2025年に120億ドル

 グラスゴーネット・ゼロ金融連合（GAFNZ）：総運用資産130兆米ドルをネットゼロにコミットと表明

→ 内容について疑問の声も

今後の注目点

• 国連事務総長の提唱による、企業のネットゼロ宣言を評価する新たな専門家会合の発足準備

• 先進国は2023年までの1,000億ドル目標達成に向けた取り組み (Climate Finance Delivery Plan)
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目標４. パリルールブック①：NDC共通時間枠

主な決定事項

各国が、2025年に2035年目標、2030年に2040年目標…を提出することを奨励

 「奨励」と弱い表現に。ただし、NDCの5年サイクルの基礎が決定。
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主な決定事項

• 隔年透明性報告書（BTR）を提出するに必要なガイダンスが決定

→CP21の決定の通り、各国は、2024年末までの提出に向け、BTRの作成を進められる。

• 今回、決まった事

 インベントリーのための報告テーブル(CRT)

 NDC実施・達成の進捗に関する報告フォーマット(CTF)

 FCT（資金・技術移転・キャパビル）関する報告フォーマット（CTF）

 BTRアウトライン

 BTR技術的専門審査に参加する技術専門員のためのトレーニング・プログラム

目標４. パリルールブック③透明性枠組み

• 今後は、GHG排出量やNDCの実施状況についての定期的かつ確かな情報 ＝ パリ協定の根幹

ただし、

• NDC実施・達成の進捗に関する報告は、先進国にとっても新しい報告となり、多くの国が最初は試
行錯誤しながら報告していくことになる

• 各国が足並みを揃えての報告を可能にするためのキャパビルへのニーズが再確認
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 監督委員会の設置と規定
 ホスト国の役割
 方法論とメカニズムの基本的考え
 クレジットを管理する登録簿
 適応への貢献（義務）
 世界全体への排出削減（OMGE）
 二重計上の防止ルール決定
 CDMプロジェクト・CDMクレジッ

トの移管（パリ協定に繰越可）

パリ協定6条ルールブック採択！

国際的に移転したクレジットの排
出削減目標への活用ガイダンス
を採択！

6条2項 6条4項 6条8項
新たな国連のクレジットメカニズ
ムのルール、モダリティ、実施手
続きを採択！

非市場アプローチの作業計画
を採択！

パリ協定第6条の交渉で、国際的な炭素クレジットの取引に関する基本的ルールを決定

国際的に移転するクレジット活用ガイダンス（6条2項)

国連メカニズム(6条4項) クレジット（ITMOs）の定義
 6条に参加する国の要件を規定
 二重計上防止のルール決定（相当調整

の詳細ルールは2022年以降に整備）
 クレジットを国連に報告する仕組み
 報告情報の専門家レビュー
 クレジットを管理する登録簿
 適応への貢献（自主的な貢献）

※略語
ITMOs：Internationally Transferred Mitigation Outcomes
OMGE：Overall Mitigation in Global Emissions
CDM：Clean Development Mechanism（クリーン開発メカニズム）

（左より経産省 長田室長、環境省 小圷国際企画官、外務省水野交渉官）
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パリ協定6条の詳細は来週解説

参加登録ページ（受付中！）
https://www.iges.or.jp/jp/events/20211126

https://www.iges.or.jp/jp/pub/cop26-glasgow-
article6/ja

https://www.iges.or.jp/jp/events/20211126
https://www.iges.or.jp/jp/pub/cop26-glasgow-article6/ja
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• 1.5℃目標に軸足を移しつつ、パリ協定はその中核となる、NDCの5年サイクル、6条のメカニズ
ム、透明性枠組みについての大枠ができあがる。

• COP26は現在の各国の排出削減目標が1.5℃目標に不十分なことを認めつつ、各国に対して2030年
目標の見直し・強化を来年末までに求めている。注目は各国の国内プロセスへ。

• NDCを補完するもの、あるいは、NDCを越えた取り組みを促すものとして期待される様々な分野毎
のイニシアティブが発足。今後の方向性、相場観を作っていく可能性。しかし、削減取り組みとし
ては、透明性やモニタリング、説明責任の仕組みを整えていく必要がある。

• 石炭、さらに化石燃料全体の議論は今後も続く

 石炭火力の廃止・閉鎖だけでなく、代替電源、雇用、地域経済の話しへ

 石油・ガス生産の段階的廃止に向けた新たなアライアンスへの支持国増加

 2022年G7議長国（ドイツ）、2023年G7議長国（日本）、2022年G20議長国（インドネシア）、2023年G20
議長国（インド）に注目。

• 1.5℃目標に向けた努力になかでの「自然・生態系」の重要性に注目があつまる。

おわりに
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COP26に参加して

作業スペース行けば
同僚に会える

まさかの先輩（前職）
が機内で隣に！

モンゴルのザンバ元環境大臣
と1年半ぶりに対面で再会。

大丈夫と思っていても、毎日、
ラテラルフロー検査の結果に
ドキドキ（汗）

新型コロナウィルスの拡大
後、
元同僚に2年ぶりに再会！

合計4回の
PCR検査

プレナリーは入場制限のた
めオンラインで合意を視聴。
作業エリアも混雑…

空港やグラスゴー
市内もCOP受入体制！

※出国前・滞在中・帰国後

※UNFCCC事務局 鈴木健次郎さん

※津久井研究員



気候変動とエネルギー領域 /ディレクター・上席研究員

田村堅太郎

ご清聴ありがとうございました。

気候変動とエネルギー領域 / 副ディレクター

高橋健太郎


